
宗像市教育旅行誘致促進奨励金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内観光業の振興及び地域経済の活性化、並びに教育旅行で訪れた児

童及び生徒が宗像市を思い出の場所として将来旅行先に選んでもらうことを目的に、市

内に教育旅行を誘致する者に対し、予算の範囲内で補助する宗像市教育旅行誘致促進奨

励金（以下「奨励金」という。）について、宗像市補助金等交付規則（平成１５年宗像市

規則第３１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げ用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）教育旅行 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び高等専門学校（以下「学校

等」という。）が学校行事の一環として行う教育活動をいう。 

（２）宿泊施設 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けて行う

同法第２条第２項及び第３項の営業に係る施設をいう。 

（３）旅行業者 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第６条の４第１項に規定する旅行

業者をいう。 

 （交付対象事業） 

第３条 奨励金の対象となる事業は、延べ３０泊以上の宿泊規模で市内の宿泊施設に宿泊

する教育旅行（市内の学校等が実施する教育旅行を除く。）とする。 

（交付対象者） 

第４条 奨励金の交付の対象となる者は、交付対象事業を手配した旅行業者とする。 

 （奨励金の額） 

第５条 奨励金の額は、交付対象事業１件あたり、次の各号に掲げる宿泊規模に応じ当該各

号に定める額とする。 

（１）宿泊数３０泊以上９９泊以下 ３０，０００円 

（２）宿泊数１００泊以上１９９泊以下 ４０，０００円 

（３）宿泊数２００泊以上３９９泊以下 ４５，０００円 

（４）宿泊数４００泊以上 ５０，０００円 

 （奨励金の交付申請） 

第６条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、宗像市教育旅行

誘致促進奨励金交付申請書（以下「交付申請書」という。）に、次の各号に掲げる書類を

添えて、市長に申請しなければならない。 

（１）旅行手配契約書その他の教育旅行を手配したことを証する書類 

（２）交付対象事業に係る行程表 

（３）市内の宿泊施設に宿泊したことを証明する書類 

２ 交付申請書の提出期限は、交付対象事業終了後１４日を経過した日又は補助対象事業



を実施した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までとする。 

 （奨励金の交付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、当該申請に係る書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、奨励金の交付の可否を決定し、その旨を通知するとと

もに、奨励金の交付を決定した者（以下「交付決定者」という。）にあっては、併せてそ

の額を確定するものとする。 

 （奨励金の交付） 

第７条 市長は、奨励金として交付すべき額を奨励金の交付決定者の請求に基づき交付す

るものとする。 

 （交付決定の取消し） 

第８条 市長は、交付決定者が偽りその他不正な行為により奨励金の交付決定を受けたと

認められるときは、奨励金の交付決定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、その旨を交付決定者に通知し

なければならない。 

 （奨励金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により奨励金の交付決定を取り消した場合において、既に奨励

金を交付しているときは、期間を定めてその全額の返還を命じることができる。 

 （雑則） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和６年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同日までにこの告示に

基づき交付を決定された奨励金については、この告示の失効後も、なお効力を有する。 


